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　　おわりに
はじめに
　小稿は、岡山大学において、平成26年11月29日に開催されたシンポジウム「行政不服審査法の改
正と自治体の対応」の基調講演（伊藤治彦「行政不服審査法の改正について」）をもとに、改正の主
眼である不服審査機関の中立性・独立性の確保という問題を中心に研究ノートとしてまとめたもの
である。なおここでは平成26年６月13日に改正された行政不服審査法（法律六十八号）を省略する
ときは改正法といい、それ以前の行政不服審査法（昭和37年法律第百六十号）を旧法ということに
する。
Ⅰ　本稿で採り上げる改正点
　我が国では、国民が行政機関によって違法にあるいは不当に権利を侵害された場合には、行政機
関や裁判所に救済を求めることができる。このうち裁判所による救済は、中立公正な立場で審理を
行えるという長所がある反面、時間と費用が掛かりすぎるという短所があるため社会保障給付をめ
ぐる争いのように、迅速かつ費用をかけない救済が求められるような事案にはむいていない。これ
に対して、行政機関による救済は費用と時間をかけずに紛争を解決することができるが、行政組織
内部の行政機関（職員）が（場合によっては、不服申立ての対象となっている処分に関与した者が）
審理を行うため、中立公正性に欠けるという短所があった。
　この度の改正では、審理の公正性を担保するために、「審理員制度」と「行政不服審査会等」が創
設された。また簡易迅速な手続をさらに促進するために、不服申立ての種類を原則的に審査請求に
一元化し、努力義務ではあるが、標準審理期間を定めるべき旨の規定が設けられた。上記シンポジ
ウムの講演では、これらの点を中心に述べさせていただいたが、小稿ではさらに改正法と関連して、
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平成26年６月に改正された行政手続法第４章の２（36条の３）に規定された「処分等の求め」につ
いても若干の検討を加えるものである1。
Ⅱ　手続の簡易迅速性
１　簡易性
　旧法は不服申立ての種類として、第一審的に「審査請求」（旧法５条）と「異議申立て」（同６
条）、第二審的に「再審査請求」（同８条）を定めていたが、改正法は、原則的に審査請求のみに改
めた（改正法２条）。例外的に所得税等に関する不服申立てとして、第一審的に「再調査の請求」が
設けられ処分庁に対して請求できるようになっている。第二審的な再審査請求は平成20年の行審法
改正案では、全面的に廃止される予定であったが、社会保険審査会や労働保険審査会のような専門
技術性を要するような第三者機関を存続させる必要性が説かれ一部の再審査請求は残されることと
なった。
　このように改正法では不服申立ての種類が原則審査請求に一本化されたので、旧法下よりは、簡
便に不服申立てができるようになったものと思われる。
２　迅速性
　既述したように、行政不服審査の長所の一つとして手続の迅速性がある。しかし、総務省の調査
による、平成23年度の国の機関（本府省庁等23機関）に対する審査請求の処理期間のうち、３か月
以内で処理を終えた事件は全体の約44％であったが、１年以上を要したものも全体の約７％（1,124
件）あった。また同年度の地方公共団体に対する審査請求の処理期間のうち１年を超えるものが全
体の約75％（15,882件）を占めている。これは、平成19年に地方公務員のストに対して行われた処
分に対する請求約12,000件について平成23年度に棄却裁決が行われた影響等で、処理までに１年以
上を要したものの件数、割合が大幅に増加したためである（因みに平成21年度の調査では、処理期
間が１年を超えたものは、全体の約21％、2,079件となっている）2。平成23年度の地方公共団体に対
する審査請求の処理期間の調査結果が異例なものであったとしても、１年以上の処理期間を要する
ものが、かなりの数を占めており、不服審査手続の迅速性を促す何らかの施策が必要とされるとこ
ろである。
1	 改正法全体を網羅的に検討した論説として、阿部泰隆「改正行政不服審査法の検討（一）（二）（三）（四・完）」自
治研究91巻３号３頁、同４号３頁、同５号３頁、同６号３頁（2015年）、橋本博之「行政不服審査法の改正につい
て」慶應法学30号103頁（2014年）がある。また改正法の解説書としては、宇賀克也・行政不服審査法の逐条解説
（有斐閣2015年３月）、中村健人・改正行政不服審査法―自治体の検討課題と対応のポイント―（第一法規2015
年２月）、橋本博之・青木丈・植山克郎・新しい行政不服審査制度（弘文堂2014年11月）、行政不服審査制度研究会
［編集］新行政不服審査制度（ぎょうせい2014年９月）、宇賀克也・Q& A新しい行政不服審査法の解説（新日本
法規2014年９月）がある。
2	 平成23年度における行政不服審査等の施行状況に関する調査結果（平成25年８月総務省）による。
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　１で述べた不服申立ての種類の簡素化は、不服申立てに要する処理期間の短縮化にも寄与するも
のと思われるが、改正法は、「標準審理期間」（改正法16条）を設定し審理を意図的に遅延させるこ
とを防ぐ手立てを講じている。これは、行政手続法の標準処理期間の制度を参考にしたものといわ
れている。したがって行政手続法の標準処理期間の定めと同じく、審理期間の設定自体は努力義務
とされている。これは申し立ての事案によっては、審理に要する期間のみきわめが困難なものがあ
り、それでもあえて法的義務にしてしまうならば、審査庁としては長めの標準審理期間を設定せざ
るを得なくなる。そうなれば、却って審理期間の長期化につながる恐れがあることを考慮したもの
と思われる。したがって、改正法が標準審理期間の設定義務を努力義務にとどめたことは妥当なこ
とと思われる。また、標準審理期間を設定した以上これを公にすることは法的義務となる。これは
標準審理期間を設定しても、国民がそのことを知ることができなければ、それを奇貨として、審査
庁が設定された標準審理期間を遵守しなくなる恐れがあるので、設定した標準審理期間を公にする
ことを法的に義務付けたことは審理の遅延を防ぐ意味で意義のあることと思われる3。ただ、このよ
うな施策が処理期間の短縮にどの程度の貢献をもたらすかは、これからも続けられるであろう総務
省の調査等の結果をみなければ判断できないところである4。
Ⅲ　審理の公正性
１　審理員
　行政不服申立ては、行政機関から独立した第三者的機関に対して行うものではなく、行政組織内
部の行政機関（行政庁）に申し立てることから、審理の公正性に問題があることが指摘されてきた。
審査請求の場合は、原則として処分庁以外の行政庁（通常は大臣や地方公共団体の長）に不服を申
し立てることになるが、実際に審理を行うのは行政庁の補助機関（職員）である。しかし建前は大
臣や、知事が審査庁となるので、旧法は審理を主宰する職員の定めは存在しなかった。そして実際
には処分に関与した職員が審理手続を主宰することも少なからずあったといわれている5。
3	 宇賀注１解説書・行政不服審査法の逐条解説83-87頁、宇賀克也・行政手続三法の解説〔第１次改訂版〕（学陽書房
2015年用）94-97頁参照。
4	 阿部注１論説「改正行政不服審査法の検討（一）」は、「標準審理期間が導入されて長年放置されることのないよう
に運用されることが期待されるが、行政機関としては最大限長期間に設定すると想定されるし、標準処理期間の設
定は努力義務にとどまっているため、法的に確約する制度ではない」として簡易迅速な権利救済を担保できるもの
ではないとしている（自治研究91巻３号12頁）また橋本注１論説「行政不服審査法の改正について」は「標準審理
期間制度の導入は、不服申立手続の迅速化、国民の側の予測可能性向上に一定の役割を果たすことが期待される
が、他方で①行政不服審査会等の第三者的機関への諮問を経由した場合、そこでの調査審議にどの程度時間がかか
るか事前に想定可能か、②処分・不作為に瑕疵があることは本来あってはならない以上、瑕疵の中身はあらかじめ
想定し難いはずであり、標準処理期間の設定になじまない状況があるのではないか、等の疑問がある。今後、各種
処分について標準処理期間がどのように設定されるかを見定めた上で、その制度的意義を厳格に評価する必要があ
る」としている（慶應法学30号114頁）。
5	 宇賀注１解説書Q& A新しい行政不服審査法の解説53-54頁参照。
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　そこで改正法９条２項は、審理手続を主宰する審理員の指名において、処分に関与した職員等を
審査庁が審理員に指名することを禁止している（同一号）。例えば行政手続法19条２項では、聴聞の
主宰者として排除される者として処分に関与した行政庁の職員は含まれていないことと比較して
も、行政不服審査の審理の公正性という点では、一歩前進したものといえよう。ただ「処分に関与
した」といってもどのような内容で、どの程度の関わりが「処分に関与した」ことになるのか明ら
かにする必要があるものと思われる6。
　審理の公正性を確保していくためには、審理員の独立性を保障することが肝要であるが、審理員
が審査庁の下級行政機関である場合は、審査庁の訓令・通達に拘束される。改正法には、審理員が
独立して職権を行使できる旨の規定がないので、改正法下での審理員の独立性には限界がある7。ま
た審理手続の実際の運用においては、審理員の補助をする職員が必要となるであろうが、改正法に
は、審理員を補助する職員に関する規定はない。補助職員にどのような事務を行わせるかにもよる
が8、審理手続の公正性を確保するためには、処分に関与した職員を採用することは、できるだけ避
けるべきであろう。
２　行政不服審査会等
　行政不服審査会等とは、審査請求がなされた場合、審査庁から諮問を受けて審査する第三者機関
をいい、国の場合は行政不服審査会（総務省に設置）という（改正法67条）。地方公共団体の場合
は、地方公共団体が条例（共同設置の場合は規約）で定める機関をいう（同法81条）。そして両者を
総称する場合を行政不服審査会等という。
　審理員による審理手続において、審理員は当該審査の対象となっている処分に関与していないと
いっても、審査庁の補助機関は、審査庁の訓令通達に拘束される。したがって審理の中立性・公正
性の確保にも限界がある。そこで行政組織外の有識者を委員とする省庁横断的な第三者機関を設け、
中立的で審査庁の指揮命令権に服さない機関の判断を受ける機会を審査請求人に保障し、審理手続
の公正性を確保しようとすることがこの制度の趣旨である。
　行政不服審査会等は、いわゆる諮問機関として位置づけられるものである。したがってこれらの
答申は、審査庁の裁決を法的に拘束するものではない。しかしながら、審査庁の裁決の主文が行政
6	 この点につき中村注１解説書は、「当該処分等の決済にかかわった職員、具体的には決裁申請を行った職員や決裁
のラインに入って当該決裁申請書を承認した職員」は問題なく「決定に関与した職員」にあたるとしている（中村
注１解説書32頁）。
7	 大橋真由美「行政不服審査法改正と行政不服審査における審理体制のあり方―審理員・行政不服審査会―」（法
律時報86巻５号95頁）は、審理員の中立公正性を確保するために、外部の人材（弁護士、大学教員等）を非常勤の
職員として審理員に採用することも制度上可能であるとしている。
8	 洞澤秀雄「地方自治体における行政不服審査」（法律時報86巻５号102頁）は「審理自体とそれに基づく意見書の作
成は、中立かつ公正な者として指名された審理員が行うべきものであり、補助職員がそれを実質的に肩代わりする
ことは制度の趣旨に反する。補助職員はあくまでも事務の補助のみを行い、補助職員が意見書の起案を行うことも
否定的に解されよう」と述べている。
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不服審査会等の答申書と異なる内容である場合には、審査庁には異なることとなった理由を付記す
ることが義務付けられており（改正法50条１項四号）、通常の諮問機関よりも行政庁（審査庁）を強
く拘束するものといえよう9。したがって審理の中立性・公正性を維持することを目的とする行政不
服審査会等の役割は、かなり期待できるものと思われる。しかし行政不服審査会等への諮問制度に
は、問題点も見受けられる。すなわち、審査庁は、審理員意見書の提出を受けたときは、行政不服
審査会等に諮問しなければならないが、改正法は、43条１項の一号から八号に、諮問しなくてもよ
い場合を列記している。これらのうち特に問題と思われるのは、第六号の「審査請求が不適法であ
り却下する場合」である。不服申立て期間の徒過や審査請求書の不備の補正を命じられても補正し
ないような場合には、あえて諮問をする必要はないが、不服申立人適格を欠くとして却下する場合
も行政不服審査会等に諮問することを義務付けていないことは適切ではない。改正法では不服申立
人適格については、旧法をそのまま放置したが1962年に行政不服審査法が制定されて以来、多くの
学説は、不服申立人適格の拡大化を主張してきた。しかし、判例はこれらの学説を採用してこなか
った。もし行政不服審査会等に不服申立人適格の有無を問うことが義務付けられ、行政不服審査会
等による不服申立適格の拡大を促すような答申が蓄積されるようなことになれば、固定化された判
例の見解を変更させるインセンティブとなりうるのではないかと思われる。もっとも、行政不服審
査会等の委員が官僚や、裁判官OBばかりだと、仮に不服申立人適格の有無を諮問することが義務
付けられるようになったとしても、従来の判例の見解を踏襲した答申に終始するだけであろう。か
つて社会保険審査会の委員が旧社会保険庁のOBによって独占されていたことがあった（後に是正
された）が、改正法の委員会の組織や委員の要件に関する規定では、委員全員が官僚や裁判官出身
者で占められることも起こり得るのである。官僚、裁判官OBの委員の定数を制限するなり、行政
法専門の弁護士や行政法関係の研究者の委員が過半数になるような構成にするといった立法的な措
置や組織内部でのルール化が望まれる10。
Ⅳ　処分等の求め（行政手続法による非申請型義務付け争訟の対応）
　改正法は、申請型の処分については、2004年の行訴法改正により設けられた申請型義務付け訴訟
に対応して、処分庁の上級行政庁である審査庁は、処分の取消しにとどまらず、処分庁に対し、当
該処分をすべき旨を命ずることも可能にした。しかし、国民が申請を経ず、直接処分の義務付けを
求める非申請型義務付けの申立ての規定は設けなかった。その代わりに「処分等の求め」として、
行政手続法を改正して対応したといわれている。すなわち「何人も、法令に違反する事実がある場
9	 行政不服審査会等の答申書と異なる内容の裁決をした場合、その理由が説明されていないか、一応の説明はされて
いても不十分な場合には、裁決固有の瑕疵となるものとされている（宇賀注１解説書・行政不服審査法の逐条解説
215頁参照）。
10	 阿部注１論説「改正行政不服審査法の検討（三）」20-21頁参照。
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合においても、その是正のためにされるべき処分または行政指導（その根拠となる規定が法律に置
かれているものに限る。）がされていないと思料するときは、当該処分をする権限を有する行政庁又
は当該行政指導をする権限を有する行政機関に対し、その旨を申し出て、当該処分又は行政指導を
することを求めることができる」（平成26年改正行政手続法36条の３第１項）ようにしたのである。
　このように処分等の求めが行政不服審査法ではなく行政手続法に規定された理由は、①処分等の
求めは処分のみならず行政指導をも対象としており、行政不服審査法は処分のみを対象としている
こと、②非申請型の義務付けを求める処分等の求めの制度は、処分または行政指導がなされる前の
事前手続であること、③この制度は、何人であっても、申出でができるしくみになっており、行政
機関の職権発動の端緒となる情報収集制度として位置づけられるものであり、これに対して、行政
不服審査法は主観的争訟制度を定めるものであることから、行政不服審査法ではなく、行政手続法
に規定することが適当と判断されたということである11。
　この改正行政手続法の規定で特徴的なことは、先ず、処分のみならず、これまで判例が行政不服
申立てや行政訴訟の対象とすることに消極的であった行政指導（法律に根拠のあるものに限定され
るが）についても、権限を有する行政機関に対し、その旨を申し出て当該行政指導をすることを求
めることができるようにしたことである。しかしその反面、今まで処分に含まれるかどうか曖昧だ
った行政指導を処分概念から切り離してしまったために、現行の行政不服審査法及び行政事件訴訟
法上の制度の中では、争訟の対象にはならないことが明らかになったのである12。
　次に行政手続法36条の３第３項は「当該行政庁又は当該行政機関は、第１項の規定による申出で
があったときは、必要な調査を行い、その結果に基づき必要があると認めるときは、当該処分又は
行政指導をしなければならない。」と規定している。この規定の文言の中の「必要な調査」の具体的
な方法は法定されておらず、申出でを受けた行政庁や行政機関の裁量に委ねられ、申出での内容が
不明確で確認できない場合や、既に調査が尽くされており、申出書の記載によっても当該行政庁や
行政機関が認識を改める必要がないと判断したときは、調査が行われない場合もありうるものとさ
れている13。また、「その結果に基づき必要があると認めるとき」とは「必要な調査結果に基づき、
申出でを受けた行政庁または行政機関が法令違反の事実を認定し、その是正のために処分または行
11	 宇賀克也・解説行政不服審査法関連三法（弘文堂2015年７月）260頁参照。
12	 この点につき阿部注１論説「改正行政不服審査法の検討（一）」（19頁）は、「処分とされるものは、国民の権利義
務を確定したり制限したりするのであるから、それを違法と主張する者に争う機会を与えなければならないからで
あるが、逆に、この定義に当たらなければ争わせる必要がないという逆論法は妥当ではない。基本は憲法の裁判を
受ける権利、権利救済の実効性の観点から考えるべきである。そこで、非処分でも、大きな不利益を及ぼす行為に
対してはその違法是正の道を開くという観点から制度を作り、理論構成をすべきである。しかも公権力の行使に当
たる事実行為も処分扱いされているのであるから、行政処分に近い事実上の強制力を有する行政指導を処分扱いし
ても、理論の整合性からも不合理でない」として行政指導を処分概念から切り離したことについて疑問を呈してい
る。
13	 宇賀注11解説書267-268頁参照。
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政指導を行う必要があると認めるとき」14であるとされている。したがって調査の結果、法令違反の
事実を認定できない場合や、法令違反の事実はあるものの、申出人が求めた処分または行政指導を
行うことが比例原則や、公益原則等に反する場合は、当該処分や行政指導は、行われないことにな
る15。行政庁や行政機関が申出人に、調査結果や是正措置の通知を行わせることは、行政に過大な
負担を課すこととなり16、また処分等の求めの制度は、職権発動を促す制度として位置づけられて
いることから、申出でを受けた行政庁や行政機関には、結果通知義務が課されないものとされてい
る17。
　このように「処分等を求める制度」は、国民の権利利益の保護ないし救済という観点からみるな
らば、行政指導を行うよう求めることができること及び何人も処分または行政指導（法律に根拠規
定がある場合に限る）を行うよう申出により求めることができる点については、評価できるものと
いえる。しかし、処分等を求める申出は、申請とは異なるものとされ18、したがって行政庁が求め
られた処分を行わなかったり、申出人が処分の内容に不服がある場合でも、改正行政不服審査法で
は非申請型の義務付けを求める不服申立ては行えないので、行政不服申立てによる救済を求めるこ
とはできない。またこの場合、行政事件訴訟法３条６項一号に基づく「義務付けの訴え」を提起で
きる可能性があるものと思われるが、申出人には調査結果や是正措置について通知を求める権利が
ないため、是正措置の通知を受けることがなければ、訴訟を提起することは困難であろう19。した
がってこの「処分等を求める制度」は、国民の権利利益の救済制度としては十分に機能を果たし得
ないものであり、少なくとも行政不服審査における、非申請型の義務付けの申立てを代替しうるも
のではない。行政不服審査法独自で非申請型の義務付けの申立てが行えるような規定を設けるか、
行政手続法36条の３に定める「申出」を「申請」と改め（あるいは「申出」を「申請」とみなすこ
とは解釈上不可能か？）処分が行われなかったり、処分の内容に不服がある場合は、申請型の義務
付けの申立てとして不服を申し立てることができるような手立てを講ずるべきであろう。
14	 同268頁。
15	 このような場合宇賀注11解説書は、「求められた処分または行政指導ではなく、別の是正措置が適切と認められる
場合には、当該措置を講ずべきである」としている。
16	 阿部注１論説「改正行政不服審査法の検討（一）」19-20頁参照。
17	 宇賀注11解説書268頁参照。
18	 橋本・青木・植山注１解説書は改正行政36条の３に定められた「申出」は、行政機関の側に応答義務はなく申請制
度を新設するものでもないとしている（同解説書37頁）。この点について阿部注１論説「改正行政不服審査法の検
討（一）」は、「普通の日本語として、申出でと申請の違いは明確ではない（むしろ、同義）ので申請権がない、処
分性がないとしたければ明示すべきであって、このような曖昧な規定で済ませるのは、法の明確性の要請に反する
不適切な立法技術である」と批判している（同論説19頁）。
19	 阿部注１論説「改正行政審査法の検討（一）」は、日本の行政訴訟の現状は「数字を見ても、訴訟になるのは、不
服審査・年間約４万件の20分の１にすぎないし、裁判まではやりたくないという人も多いので、訴訟に大きく期待
することは妥当ではない」と述べている。
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おわりに
　以上改正行政不服審査法の改正点のうち特に重要と思われるものと、行政不服申立てに関連する
改正行政手続法の「処分等の求め」について検討を行ったが、今後これらの点については更に発展
的に検討をすすめていく所存である。
